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頁 章 節 細節 項目名 モニタリング基本計画（案） （改訂前） モニタリング基本計画（案） (平成 28年 8月 5日改訂版) （改訂後） 

4 第 2 章 2.1 (2) 改築業務のモニ

タリング 

改築業務のモニタリングは、要求水準の確保を図るために各業務（計画策定、設計、

工事）が適切に実施されているかの確認を行う。 

運営権者は、各業務着手前にモニタリング様式を作成し、モニタリング実施計画書と

して市に提出する。提出された様式に基づき、業務の履行を確認するとともに、表 2-2

に示した各提出書類を基にセルフモニタリング報告書を作成し、市に提出する。 

改築業務のモニタリングは、要求水準の確保を図るために各業務（計画策定、設計、工事）

が適切に実施されているかの確認を行う。 

運営権者は、各業務着手前にセルフモニタリング様式を作成し、モニタリング実施計画書

として市に提出する。提出された様式に基づき、業務の履行を確認するとともに、表 2-2 に

示した各提出書類を基にセルフモニタリング報告書を作成し、市に提出する。 

7 第 2 章 2.2.1 (4) 表 2-4 任意事

業のモニタリン

グに係る書類 

  

7 第 2 章 2.2.2  会議体による確

認 

市と運営権者は、表 2-5 に示す会議体を設置する。市はこれらの会議体等の開催を通

じて、業務の進捗状況及び要求水準の充足状況、財務状況、課題等を確認し、対応方針

について運営権者と協議を行う。なお、市又は運営権者が必要と認める場合は、市と運

営権者は、当該会議体によらず、随時、これを設けるものとする。 

運営権者は当該会議体のほか、浜松市議会や地元住民との協議会等において、市がモ

ニタリングについての説明等を行う場合、市に必要な協力を行うものとする。 

市と運営権者は、表 2-5 に示す会議体を設置する。市はこれらの会議体等の開催を通じて、

業務の進捗状況及び要求水準の充足状況、財務状況、課題等を確認し、対応方針について運

営権者と協議を行う。なお、市又は運営権者が必要と認める場合は、市と運営権者は、当該

会議体によらず、随時、別途会議体を設けるものとする。 

運営権者は当該会議体のほか、浜松市議会や地元住民との協議会等において、市がモニタ

リングについての説明等を行う場合、市に必要な協力を行うものとする。 

9 第 2 章 2.3  表 2-6 モニタ

リングの手順 

 

 

提出書類 頻度 行為 

任意事業提案概要書 応募時、事業期間中は任意事業開始前 確認 

月次業務報告書 毎月 確認 

任意事業終了届 任意事業終了前（特定事業終了時は除く） 確認 

任意事業終了報告書 任意事業終了後 確認 

 

提出書類 頻度 行為 

任意事業提案概要書 応募時、事業期間中は任意事業開始前 承諾 

月次業務報告書 毎月 確認 

任意事業終了届 任意事業終了前（特定事業終了時は除く） 確認 

任意事業終了報告書 任意事業終了後 確認 

 

時点 運営権者 市 

実施契

約締結

後～事

業開始

前 

・運営体制に関するもの 

定款写し、株主名簿写し、履歴事項全

部証明書、業務執行体制、業務従事者

名簿、有資格者名簿及び資格証明書類

写し 

・提案された事業計画を着実に実行  

できる体制が整っているかを確認す

る。 

・事業計画に関するもの 

全体事業計画書、短期事業計画書（当

初5年間分）、単年度事業計画書（初年

度分）、事業継続計画書（BCP）、モニ

タリング実施計画書、セルフモニタリ

ング実施計画書、広報活動実施計画書

（※事前に計画がある場合。事業開始

後に随時提出も可能。） 

・提案内容が確実に反映された事業計画

か、提案にない計画が盛り込まれてい

ないか確認する。 

・運営権者のBCPが市のBCPと整合を持つ

ものか、緊急事態を見据えた事前対策、

復旧・継続のための実施計画、緊急  

事態に備えた組織体制、人員の訓練を

含むものとなっているかを確認する。 

・セルフモニタリング実施計画書につい

て、「1.2モニタリング実施計画」の  

項に記載の5項目を含むものとなって

いるか等を確認し、確定する。 

・広報活動実施計画書について、内容を

確認し承諾する。 

・維持管理業務に関するもの 

運転管理計画（当初5年分）、保全管理

計画（当初5年分）、年間維持管理計画

書（初年度分）、月間維持管理計画書

（初月分） 

・要求水準を確実に満たすことのできる

計画であるかを確認する。 

事業 

期間中 

・事業結果に関するもの 

年度報告書、四半期報告書、月次報告

書、セルフモニタリング結果報告書 

・書類の内容に矛盾がないか、要求水準

を満たしているかを確認し、必要に応

じて現地における確認を行う。 

・株主総会、取締役会に関連するもの 

株主総会議事録及び議事録要旨、取締

役会議事録及び議事録要旨、計算書類、

会計監査人による監査報告書 

・株主総会、取締役会で、事業計画で想

定されていない又は本事業と関係のな

い契約や業務を承認していないか等、

安定的な事業の継続を阻害する意思 

決定がなされていないかを確認する。 

・運営権者の財務状況を確認するととも

に、監査意見に特段の問題がないか 

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（定期提出） 

年間維持管理報告書、月間維持管理報

告書 

・要求水準を満たしているかを確認する。 

・日報等、必要書類が添付されているか

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（随時提出） 

故障事故報告書 

・事故の内容、原因や、事業遂行への  

影響について確認し、対応を運営権者

と協議する。 

時点 運営権者 市 

実施契

約締結

後～事

業開始

前 

・運営体制に関するもの 

定款写し、株主名簿写し、履歴事項全

部証明書、業務執行体制、業務従事者

名簿、有資格者名簿及び資格証明書類

写し 

・提案された事業計画を着実に実行  

できる体制が整っているかを確認す

る。 

・事業計画に関するもの 

全体事業計画書、短期事業計画書（当

初5年間分）、単年度事業計画書（初年

度分）、事業継続計画書（BCP）、モニ

タリング実施計画書、セルフモニタリ

ング実施計画書、広報活動実施計画書

（※事前に計画がある場合。事業開始

後に随時提出も可能。） 

・提案内容が確実に反映された事業計画

か、提案にない計画が盛り込まれてい

ないか確認する。 

・運営権者のBCPが市のBCPと整合を持つ

ものか、緊急事態を見据えた事前対策、

復旧・継続のための実施計画、緊急  

事態に備えた組織体制、人員の訓練を

含むものとなっているかを確認する。 

・運営権者との協議を踏まえ、モニタリ

ング実施計画書を作成する。 

・セルフモニタリング実施計画書につい

て、「1.2モニタリング実施計画」の  

項に記載の5項目を含むものとなって

いるか等を確認し、確定する。 

・広報活動実施計画書について、内容を

確認し承諾する。 

・維持管理業務に関するもの 

運転管理計画（当初5年分）、保全管理

計画（当初5年分）、年間維持管理計画

書（初年度分）、月間維持管理計画書

（初月分） 

・要求水準を確実に満たすことのできる

計画であるかを確認する。 

事業 

期間中 

・事業結果に関するもの 

年度報告書、四半期報告書、月次報告

書、セルフモニタリング結果報告書 

・書類の内容に矛盾がないか、要求水準

を満たしているかを確認し、必要に応

じて現地における確認を行う。 

・株主総会、取締役会に関連するもの 

株主総会議事録及び議事録要旨、取締

役会議事録及び議事録要旨、計算書類、

会計監査人による監査報告書 

・株主総会、取締役会で、事業計画で想

定されていない又は本事業と関係のな

い契約や業務を承認していないか等、

安定的な事業の継続を阻害する意思 

決定がなされていないかを確認する。 

・運営権者の財務状況を確認するととも

に、監査意見に特段の問題がないか 

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（定期提出） 

年間維持管理報告書、月間維持管理報

告書 

・要求水準を満たしているかを確認する。 

・日報等、必要書類が添付されているか

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（随時提出） 

故障事故報告書 

・事故の内容、原因や、事業遂行への  

影響について確認し、対応を運営権者
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頁 章 節 細節 項目名 モニタリング基本計画（案） （改訂前） モニタリング基本計画（案） (平成 28年 8月 5日改訂版) （改訂後） 

10 第 2 章 2.3  表 2-6 モニタ

リングの手順 

  

12 第 3 章 3.1.3 (1) 是正未達による

解除 

3.1.2 の措置にも関わらず、是正が行われていると認められない場合、市は、運営権者

に期日を通告して、実施契約を解除することができる。 

3.1.2 の措置にも関わらず、是正が行われていると認められない場合、実施契約書(案)第

72 条第 1項第 9号に基づき、市は、運営権者に催告することなく実施契約を解除することが

できる。 

12 第 3 章 3.1.3 (2) 故意による市へ

の信用失墜行為

による解除 

上記に関わらず、故意による市への信用失墜行為として、市の管理責任を厳しく問わ

れるような重大な虚偽報告（例：水質検査結果の虚偽報告）や、本事業の運営に重大な

影響を与える法令違反等（例：廃棄物の不法投棄）が認められた場合、市は運営権者に

催告することなく実施契約を解除することができる。 

上記に関わらず、故意による市への信用失墜行為として、市の管理責任を厳しく問われる

ような重大な虚偽報告（例：水質検査結果の虚偽報告）や、本事業の運営に重大な影響を与

える法令違反等（例：廃棄物の不法投棄）が認められた場合、実施契約書(案)第 72 条第 1

項に基づき、市は運営権者に催告することなく実施契約を解除することができる。 

14 第 3 章 3.2  表 3-1 市の是正

レベルの認定基

準 

  

※本新旧対照表と、モニタリング基本計画(案)及びモニタリング基本計画(案)(平成 28 年 8 月 5 日改訂版)に相違があった場合は、モニタリング基本計画(案)及びモニタリング基本計画(案)(平成 28 年 8 月 5 日改訂版)に表す内容を正しいものとする。 

 

事業 

期間中 

・事業結果に関するもの 

年度報告書、四半期報告書、月次報告

書、セルフモニタリング結果報告書 

・書類の内容に矛盾がないか、要求水準

を満たしているかを確認し、必要に応

じて現地における確認を行う。 

・株主総会、取締役会に関連するもの 

株主総会議事録及び議事録要旨、取締

役会議事録及び議事録要旨、計算書類、

会計監査人による監査報告書 

・株主総会、取締役会で、事業計画で想

定されていない又は本事業と関係のな

い契約や業務を承認していないか等、

安定的な事業の継続を阻害する意思 

決定がなされていないかを確認する。 

・運営権者の財務状況を確認するととも

に、監査意見に特段の問題がないか 

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（定期提出） 

年間維持管理報告書、月間維持管理報

告書 

・要求水準を満たしているかを確認する。 

・日報等、必要書類が添付されているか

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（随時提出） 

故障事故報告書 

・事故の内容、原因や、事業遂行への  

影響について確認し、対応を運営権者

と協議する。 

・改築業務に関するもの（着手前） 

着手届（計画策定）、業務計画書（計

画策定）、工事計画書（※改築実施協

定締結後）、着手届（設計）、業務計

画書（設計）、セルフモニタリング様

式（工事）、着手届（工事）、変更実

施工程表、変更承諾図書、施工計画書

（※現場施工着手前）、施工体制台帳・

施工体系図（※現場施工着手前）、工

場検査報告書（※危機搬入前）、試運

転・性能試験計画書 

・内容が事業計画に基づいたものである

か、確認する。 

・必要があれば現地において計画の妥当

性、着手の確実性等を確認する。 

 

事業 

期間中 

・事業結果に関するもの 

年度報告書、四半期報告書、月次報告

書、セルフモニタリング結果報告書 

・書類の内容に矛盾がないか、要求水準

を満たしているかを確認し、必要に応

じて現地における確認を行う。 

・株主総会、取締役会に関連するもの 

株主総会議事録及び議事録要旨、取締

役会議事録及び議事録要旨、計算書類、

会計監査人による監査報告書 

・株主総会、取締役会で、事業計画で想

定されていない又は本事業と関係のな

い契約や業務を承認していないか等、

安定的な事業の継続を阻害する意思 

決定がなされていないかを確認する。 

・運営権者の財務状況を確認するととも

に、監査意見に特段の問題がないか 

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（定期提出） 

年間維持管理報告書、月間維持管理報

告書 

・要求水準を満たしているかを確認する。 

・日報等、必要書類が添付されているか

確認する。 

・維持管理業務に関するもの（随時提出） 

故障事故報告書 

・事故の内容、原因や、事業遂行への  

影響について確認し、対応を運営権者

と協議する。 

・改築業務に関するもの（着手前） 

着手届（計画策定）、業務計画書（計

画策定）、工事計画書（※改築実施協

定締結後）、着手届（設計）、業務計

画書（設計）、セルフモニタリング様

式（工事）、着手届（工事）、変更実

施工程表、変更承諾図書、施工計画書

（※現場施工着手前）、施工体制台帳・

施工体系図（※現場施工着手前）、工

場検査報告書（※機器搬入前）、試運

転・性能試験計画書 

・内容が事業計画に基づいたものである

か、確認する。 

・必要があれば現地において計画の妥当

性、着手の確実性等を確認する。 

 

レベル３ 

実施契約に反する行為で故意又は過失による市への信用失墜行為

（3.1.3(2)に該当するものを除く）、不法行為、施設の運転停止、その他

影響が第三者又は処理場外に及ぶもの 

（事象例） 

 ・苦情の放置 

 ・法定点検の未実施 

 ・大規模な事故・火災・労働災害（死亡事故）の発生 

 ・運転管理の過失による事故の発生（影響が処理除場外に及ぶもの） 

 

認定レベル 事象 

レベル１ 

業務管理の工程における軽微な不備 

（事象例） 

 ・書類、備品等の整理整頓不足 

 ・不衛生状態の放置 

 ・ユーティリティ備蓄の不足 

 ・設備の故障の頻発 

レベル２ 

要求水準の未達成がある場合、影響が市と運営権者間または処理場内に 

留まるもの 

（事象例） 

 ・書類等の欠損 

 ・工事中の施設破損 

 ・合理的理由のない工期遅延の発生 

 ・頻発する設備の故障の放置 

 ・必要な点検（法定点検を除く）の未実施 

 ・運転管理の過失による事故の発生（影響が処理場内に留まるもの） 

レベル３ 

実施契約に反する行為で故意又は過失による市への信用失墜行為

（3.1.3(2)に該当するものを除く）、不法行為、施設の運転停止、その他

影響が第三者又は処理場外に及ぶもの 

（事象例） 

 ・苦情の放置 

 ・法定点検の未実施 

 ・大規模な事故・火災・労働災害（死亡事故）の発生 

 ・運転管理の過失による事故の発生（影響が処理場外に及ぶもの） 

 


